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補助事業公募 申請書類のご案内

令和6年５月

沖縄県「令和6年度琉球歴史文化コンテンツ創出支援事業」事務局

新しい沖縄の魅力を、創る。
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1. 応募申請手続きの概要
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(1) 応募締め切り

(2) 書類提出先(お問い合わせ先)

(3) 提出書類

応募申請に必要な書類

① 補助事業応募申請書(様式第1号の１ または 様式第1号の2)

② 事業者概要書(様式第2号)
※共同企業体で応募する場合は、構成事業者全社分の提出が必要です。併せて、共同
企業体協定書の提出が必要です。

③ 補助事業計画書(様式第3号)

④ 事業収支予算書 兼 経費明細表(様式第4号)

⑤ 直近3年分の決算関係書類(財産目録・貸借対照表・損益計算書)
※共同企業体で応募する場合は、構成事業者全社分の提出が必要です。

⑥ 納税証明書(国税・県税・市町村税の滞納がないことの証明)
※共同企業体で応募する場合は、構成事業者全社分の提出が必要です。

⑦ 誓約書(様式第5号)
※共同企業体で応募する場合は、構成事業者全社分の提出が必要です。

令和６年5月30日(木) 12:00まで ※必着

【提出方法について】
下記「書類提出先」あて、郵送、託送または持参にてご提出ください。
※郵送・託送の場合は、配達時間指定を行うなど、上記提出期限までに届くよう発送手
配を行ってください。

※提出期限を過ぎて事務局に書類が届いた場合には、受理しない旨を担当者から連絡し
ます。

「令和6年度琉球歴史文化コンテンツ創出支援事業」事務局 [担当：安田・當山・吉元]

〒900-0029 沖縄県那覇市旭町112番地1(沖縄JTB株式会社 営業部 内)
TEL： 098-868-1041 (受付時間 平日9:30～17:30)
E-mail： ryukyu-rekibun＠okw.jtb.jp

※提出書類はなるべくパソコン・ワープロ等で入力・印刷したものを提出してください。
（手書きで作成する場合は、楷書ではっきりとご記入ください。）

※必要な書類がすべて揃っていない場合は申請を受理できません。
ご提出の前に、必要書類がすべて揃っているか必ずご確認ください。



2. 申請様式のダウンロード

5

申請様式(様式第1号～第5号)は、「令和6年度琉球歴史文化コンテンツ創出支援事業」
特設ページからダウンロードしてお使いください。

[令和6年度琉球歴史文化コンテンツ創出支援事業 特設ページ]

https://okinawa-jtb.co.jp/ryukyu-rekibun/

①「応募申請について」タブをクリック

②「公募要領・仕様書・様式等」ボタンを
クリックすると、Zipファイルがダウン
ロードできます。



３. 補助対象となる事業者（応募要件）
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本事業の補助対象となる事業者は、以下の①～⑦のすべてを満たすことが必要です。

県内に主たる事業所を有し、かつ、文化芸術に関する事業を行う団体等1

琉球(沖縄)の歴史文化に由来する文化資源を題材としたコンテンツ制作や取り組
みなどのアイデアを有すること

2

※上記１に掲げる「団体等」とは、以下のいずれかに該当するものとします。
(1) 法人格を有する団体

一般社団法人、一般財団法人、公益社団法人、公益財団法人、特例民法法人、
特定非営利活動法人、株式会社、特例有限会社、合名会社、合資会社、合同会社

(2) 上記(1)に該当する団体を代表者とする、複数の企業・団体等で構成された
任意団体（共同企業体）

(3) その他、沖縄県知事が適当と認める団体

申請する事業にかかる経理その他の事務について、必要となる管理体制を備えて
いること

4

沖縄県および本事業事務局に対し、進捗状況や成果の報告、各種審査・検査等の協
力ができること

5

本事業の有識者委員会、事業者報告会等において、事業の内容および成果につい
てプレゼンテーション等による報告・公表ができること

6

以下に掲げる事項に該当しないこと7

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令16号）第167条の4第１項に該当する団体等
(2) 団体等の役員に次のいずれかに該当する者がいる場合
① 破産者で復権を得ない者
② 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わるまでまたは その執行を受けることがなくな
るまでの者

③ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第2条第6号に
規定する暴力団員若しくは暴力団員でなくなった日から5年を経過しない者

（3） 暴力団の構成員等の統制下にあるか、暴力団と密接な関係を有する団体等
(4) 国税、県税、市町村税等の租税公課に滞納・未納がある団体等

他の分野の産業と連携する取り組みを行うこと3

「沖縄県知事が適当と認める団体」とは、法人格を有していない団体のうち、以下の要件をすべて
満たす団体を指します。(なお、疎明資料として定款または定款に類する規約の添付が必要です。)
① 定款または定款に類する規約を有し、次の②および③について明記されていること
② 団体の意思を決定し、執行する組織が確立していること
③ 自ら経理し、監査する等の会計組織を有していること



４. 審査基準
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審査にあたっては、次の審査項目に基づき、有識者委員会が総合的に勘案して評価を行い
ます。申請書類を作成する際は、下記の点を意識してください。
※継続事業補助の審査については、前年度の実績を踏まえた上で評価を行います。

審査項目 内容

①独創性 ➢ 琉球(沖縄)の歴史文化に由来する文化資源を活用した、エンターテ
インメント性や芸術性の高い企画内容となっているか。

②親和性 ➢ 企画内容のターゲットが明確化されており、かつ企画内容がターゲッ
ト客層のニーズ・トレンドに合致する内容となっているか。

③事業継続性 ➢ 企画内容に実現性があるか。

➢ 補助期間終了後も自律的・継続的に実施・運営できる内容になって
いるか。

➢ 収支計画が合理的かつ適正であるか。

④他分野連携 ➢ 企画の実施にあたって、他の分野の産業とどのように連携し、どのよ
うな相乗効果が見込まれるか。

⑤事業実施体制 ➢ 企画内容の準備から実施に至るまで、実現性のある工程ならびに人
員体制となっているか。

⑥情報発信 ➢ 企画内容のターゲットにアプローチするための情報発信手段が整備・
確保される計画になっているか。

審査項目 内容

①独創性 ➢ 琉球(沖縄)の歴史文化に由来する文化資源を効果的に活用した企
画内容となっているか。

②親和性 ➢ ターゲット客層のニーズ・トレンドに合致し、具体的な体験内容が含ま
れているか。

③事業継続性 ➢ 企画内容に実現性があるか。

➢ 補助期間終了後も自律的・継続的に実施・運営できる内容になって
いるか。

➢ 収支計画が合理的かつ適正であるか。

④他分野連携 ➢ 企画の実施にあたって、他の分野の産業との連携内容・方法が具体
的に示されているか。また、どのような相乗効果が見込まれるか。

⑤事業実施体制 ➢ 企画内容の準備から実施に至るまで、実現性のある工程ならびに人
員体制となっているか。

⑥情報発信 ➢ 企画内容のターゲットにアプローチするための情報発信が、認知度向
上やアクセス向上に資するような効果的な内容となっているか。

【新規事業補助】

【継続事業補助】



5. 申請様式の書き方：①応募申請書(様式第1号)
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応募申請書は「単独申請用(様式第1号の1)」、「共同企業体申請用(様式第1号の2)」の2
種類に分かれています。
応募事業者の形態(1者単独応募 or 複数者での応募)に応じて使い分けてください。

1者単独で応募する場合 複数者で応募する場合

「様式第1号の１」を
ご利用ください

「様式第1号の２」を
ご利用ください



5. 申請様式の書き方：①応募申請書(様式第1号の１)
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単独申請の場合：様式第1号の１

「新規事業補助」「継続事業補助」の
いずれかを〇で囲んでください。
※ 「継続事業補助」は前年度補助事業者
が応募する場合のみ

ここは何も記入しないでください。
(事務局使用欄)

事業者名は、略称ではなく正式な名
称をご記入ください。
※ (株)(一社)などのような省略はしな
いでください。

代表者名は、代表者の「役職」およ
び「氏名」をご記入ください。
なお、申請書への押印は不要です。
※ 役職と氏名の間は2マス空けてください。
※ 姓と名の間は１マス空けてください。

連絡担当者欄について、代表者と
同じ場合でも省略せず、必ずご記入
ください。

連絡先電話番号およびメールアドレスに
ついては、平日9:30～17:30の間に連
絡が取れる連絡先をご記入ください。



5. 申請様式の書き方：①応募申請書(様式第1号の２)
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共同企業体申請の場合：様式第1号の２

「新規事業補助」「継続事業補助」の
いずれかを〇で囲んでください。
※ 「継続事業補助」は前年度補助事業者
が応募する場合のみ

ここは何も記入しないでください。
(事務局使用欄)

共同企業体名、代表事業者名は、略
称ではなく正式な名称をご記入く
ださい。
※ (株)(一社)などのような省略はしな
いでください。

代表者名は、代表者の「役職」およ
び「氏名」をご記入ください。
なお、申請書への押印は不要です。
※ 役職と氏名の間は2マス空けてください。
※ 姓と名の間は１マス空けてください。

連絡担当者欄は、
代表者と同じ場
合でも省略せず、
必ずご記入くだ
さい。

連絡先は、平日
9:30～17:30
の間に連絡が取
れる連絡先をご
記入ください。

「代表事業者」欄は「申請
者」欄記載の代表事業者
と同一の事業者名称をご
記入ください。

「構成事業者」欄は、共同企業体を構成
するすべての事業者の正式名称(代表
事業者を除く)をご記入ください。



5. 申請様式の書き方：①応募申請書(様式第1号の２)
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共同企業体申請における追加必要書類

複数事業者が共同して応募申請を行う場合は、別途「共同企業体協定書」副本1通の提出
が必要です。(共同企業体協定書は任意書式で結構です。)

なお、「共同企業体協定書」作成の際は、以下の要素を必ず盛り込んでください。
①共同企業体の名称
②共同企業体を構成する事業者、および代表事業者
③共同企業体の事務所所在地
④共同企業体の成立時期および解散時期
⑤共同企業体を構成する各事業者ごとの業務分担、責任分担の内容
⑥共同企業体の取引金融機関
⑦共同企業体構成事業者全員の名称・代表者名および代表者印



5. 申請様式の書き方：②事業者概要書(様式第2号)
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事業者概要書は全事業者分の提出が必要です。
共同企業体で応募申請の場合は、構成事業者ごとに事業者概要書を作成してください。

事業者名は、略称ではなく正式な名称を
ご記入ください。
※ (株)(一社)などのような省略はしないで
ください。

代表者名は、代表者の「役職」および「氏名」を
ご記入ください。
なお、事業者概要書への押印は不要です。
※ 役職と氏名の間は2マス空けてください。
※ 姓と名の間は１マス空けてください。

連絡先電話番号は、平日9:30
～17:30の間に連絡が取れる
連絡先をご記入ください。

「本事業での役割」欄は、企画
提案する事業において当該
事業者が担当する業務内容
をご記入ください。

「業務内容」欄は、
当該事業者の事業内容を
ご記入ください。

一般社団法人、NPO法人など、
資本金を有しない団体の場合
は記入不要です。



5. 申請様式の書き方：②事業者概要書(様式第2号)
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事業者概要書に加えて、「申請者の事業概要が確認できる資料」を付属書類としてご提出
ください。(1種類以上)

事業者概要書 付属書類の例

事業案内パンフレット
※「事業者の概要」および「事業(業務)内容」が記載されていることが必要です。

現行定款の写し
※定款の写しを提出される場合は、
全ページ分の写しをご提出ください。

登記事項証明書(現在事項全部証明書)
※「現在事項全部証明書」または「履歴事
項全部証明書」のいずれか(3か月以内
に発行されたもの)をご用意ください。

【応募要件関連項目】
応募要件①-(3)「沖縄県知事が適当と認める団体」として申請をする場合は、
該当性を疎明するための資料として、現行定款の写しの提出が必要です。



5. 申請様式の書き方：③補助事業計画書(様式第3号)
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補助事業計画書は、事業の内容を訴求する「企画提案書」であり、採択審査におい
てはもっとも重要視される書類です。そのため、この書類については、審査基準に
掲げられた要素を意識しながら丁寧かつ詳細に作成することを強くお勧めします。

なお、補助事業計画書は全体で10ページ以内に収める必要があります。ご注意く
ださい。

事業名は、事業の内容をコンパクトに訴求する、い
わば「商品名」のようなものです。事業の魅力が伝
わるようタイトルを工夫してください。
なお、あまり長いと逆に伝わらなくなる可能性も
ありますので、概ね30文字以内にしましょう。

事業の目的・背景について、
具体的に記入してください。

「活用する文化資源」「連携
する分野等」は、簡潔に記入
してください。

【審査時のチェックポイント】
「事業の目的」項目では、本事業の
趣旨(琉球の歴史文化資源を活用
した産業化)に合致しているかを
審査されます。

【応募要件関連項目】
「活用する文化資源」は応募要件②(琉球の
歴史文化に由来する文化資源を題材)に該
当するか、「連携する分野等」は応募要件③
(他の分野の産業と連携する取り組み)に該
当するかが審査されます。



5. 申請様式の書き方：③補助事業計画書(様式第3号)
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実施期間の始期は「交付決定日(7月下旬予定)」以降の日、
終期は「令和7年2月7日」もしくは同日以前の日で記載し
てください。

必要に応じて図・グラフや写真等を
活用するなど、わかりやすい説明を
工夫してください。

【審査時のチェックポイント】
「取り組み内容」は、審査基準のう
ち主に「独創性」「事業継続性」の
観点から審査されます。

【審査時のチェックポイント】
「他分野の産業との連携」は、審査
基準のうち「他分野連携」の観点
から審査されます。

【審査時のチェックポイント】
「ターゲット」は、審査基準のうち
「親和性」の観点から審査されます。



5. 申請様式の書き方：③補助事業計画書(様式第3号)
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【審査時のチェックポイント】
「情報発信・広報体制」は、審査基準のうち
「情報発信」の観点から審査されます。

【審査時のチェックポイント】
「期待される事業効果」は、審査基準の
うち「事業継続性」の観点から審査さ
れます。
また、「他分野連携」の観点からも、連
携によって期待できる相乗効果を具
体的に記載してください。

【審査時のチェックポイント】
「事業終了後の事業計画、取組方針」は、
審査基準のうち「事業継続性」の観点
から審査されます。短期的な計画だけ
でなく、中長期的な計画も記載してく
ださい。



5. 申請様式の書き方：③補助事業計画書(様式第3号)
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実施体制・役割分担については、「組織図形式」「表形式」の
いずれでも構いませんが、各担当者および担当業務内容
が明確に分かるようにご記入ください。

【審査時のチェックポイント】
「実施体制・役割分担等」は、審査基準のうち「事業
継続性」「事業実施体制」の観点から審査されます。
また、応募要件④(事業に必要となる管理体制)に
該当するかの審査対象でもあります。役割分担が
曖昧な場合は要件未充足と判断されることもあり
ますので、具体的に記載してください。



5. 申請様式の書き方：③補助事業計画書(様式第3号)
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【審査時のチェックポイント】
「実施計画の内容(工程表)」は、審査基準のうち「事業継続性」
「事業実施体制」の観点から審査されます。
特にスケジュールについては無理がないか(実現不可能なスケ
ジュールを組んでいないか)を注意してください。



5. 申請様式の書き方：④事業収支予算書(様式第4号)
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事業収支予算の積算見積は、事後に大幅な変更が発生しないよう十分に検討して
ください。
(事業が採択された場合で、採択後に事業収支予算の内容を変更しようとする場
合は、原則としてあらかじめ沖縄県知事の承認を得る必要があります。)

「収入の部合計(A)」と「支出の部
合計(F)」は同額にしてください。

共同企業体で応募する場合は、共
同企業体名を記載してください。

金額はすべて
「税抜金額」で
記載してください。

補助金額は「補助対象
経費の総額(Ｄ)」に補
助率を乗じた額(※千
円未満切り捨て)を記
載してください。

【審査時のチェックポイント】
「事業収支予算書」の内容は、審査基準のうち「事業
継続性」「事業実施体制」の観点から審査されます。



5. 申請様式の書き方：⑤誓約書(様式第5号)
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誓約書は全事業者分の提出が必要です。
共同企業体で応募申請の場合は、構成事業者ごとに誓約書を作成してください。

事業者名は、略称ではなく正式な名
称をご記入ください。
※ (株)(一社)などのような省略はしな
いでください。

代表者名は、代表者の「役職」およ
び「氏名」をご記入ください。
※ 役職と氏名の間は2マス空けてください。
※ 姓と名の間は１マス空けてください。

誓約書には代表者印の押印が必要です。
(認印不可)



6. その他提出が必要な書類：①決算関係書類(過去3年分)
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決算関係書類として特に提出が必要な書類は「貸借対照表」
「損益計算書」の2種類です。
(「財産目録」については、作成している事業者はご提出をお
願いします。)

※過去3年分は事業者の会計期間によって変わりますが、
直近3年分をご提出ください。

(例) 会計年度が4月～翌年3月(3月決算)の場合
→令和3年度、令和4年度、令和5年度の決算書類をご提出ください。

会計年度が7月～翌年6月(6月決算)の場合
→令和2年度、令和3年度、令和4年度の決算書類をご提出ください。

【構成事業者に個人事業主が含まれる場合】
個人事業主の決算関係書類については、当該事業主の直近
3年分の確定申告書の写しをご提出ください。
(令和3年度、令和4年度、令和5年度)



6. その他提出が必要な書類：②納税証明書
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「納税証明書(国税・県税・市町村税の滞納がないことの証明)」は、「①国税」「②県税」「③市
町村税」の各税についてそれぞれ提出が必要(合計3通)ですのでご注意ください。
(任意団体または個人事業主の場合は、代表者個人の納税証明書を提出してください。)

①国税
[必要な納税証明書]
国税にかかる納税証明書は、多くの種類があります。種類を間違えないようご注意ください。
(例年、国税の納税証明書は間違いが多く発生しています。)

[発行先]
現在の住所地(納税地)を所轄する税務署で発行されます。

法人の場合 →

「未納の税額がないことの証明
(その3の3)」を取得してください

個人の場合 →

「未納の税額がないことの証明
(その3の２)」を取得してください

種類の間違いにご注意を!!

②県税
[必要な納税証明書]
「証明税目：(3)県税全税目 証明事項：滞納がないこと」
の証明書

[発行先]
現在の住所地(納税地)を所轄する県税事務所で発行さ
れます。

③市町村税
[必要な納税証明書]
市町村により証明書の名称が異なるため、各市町村役場
の税務担当部署にて「市町村税の滞納がないことを証明
する」納税証明書の発行を請求してください。

[発行先]
現在の住所地(納税地)を所轄する市町村役場で発行さ
れます。

(那覇市の場合)






